
財務諸表に対する注記

1. 重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）によっている。
(2) 固定資産の減価償却の方法

償却資産については、定額法によっている。
(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金については、当事業年度末における自己都合要支給額を計上している。
(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位：円）
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

定期預金 15,445,644 0 0 15,445,644
投資有価証券 1,299,554,068 109,443 58,098 1,299,605,413
小計 1,314,999,712 109,443 58,098 1,315,051,057

特定資産
退職給付引当資産 2,689,200 291,900 0 2,981,100
小計 2,689,200 291,900 0 2,981,100

合計 1,317,688,912 401,343 58,098 1,318,032,157

3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
科目 当期末残高
基本財産

定期預金 15,445,644 ( 0 ) ( 15,445,644 ) ( 0 )
投資有価証券 1,299,605,413 ( 0 ) ( 1,299,554,068 ) ( 0 )
小計 1,315,051,057 ( 0 ) ( 1,314,999,712 ) ( 0 )

特定資産
退職給付引当資産 2,981,100 ( 0 ) ( 0 ) ( 2,981,100 )
小計 2,981,100 ( 0 ) ( 0 ) ( 2,981,100 )

合計 1,318,032,157 ( 0 ) ( 1,314,999,712 ) ( 2,981,100 )

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什器備品 4,462,850 761,324 3,701,526
ソフトウェア 12,553,125 5,097,264 7,455,861
合計 17,015,975 5,858,588 11,157,387

5. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
第108回利付国債 199,914,175 201,030,000 1,115,825

100,000,000 102,440,000 2,440,000
第35回みずほ銀行社債 200,081,832 201,160,000 1,078,168
ピーエヌピーパリバ固定利付債 100,000,000 103,011,000 3,011,000
シルフリミテッドシリーズ904 100,000,000 115,570,000 15,570,000
ビーピーシーイー債 100,000,000 108,011,000 8,011,000
政府保証第34回地方公共団体金融機構債権 99,890,800 105,158,300 5,267,500
政府保証第58回地方公共団体金融機構債権 99,813,958 104,873,000 5,059,042
第89回大阪府公募公債 200,051,132 200,293,200 242,068
第131回共同発行市場公募地方債 99,853,516 104,628,100 4,774,584
合計 1,299,605,413 1,346,174,600 46,569,187
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（うち指定正味財産からの充当額） （うち一般正味財産からの充当額） （うち負債に対応する額）
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